
事 業 概 況 （令和 2年 2月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和元年度労災保険業務機械処理の令和 2年 2月末現在における保険給付支払総額は 7,198億円で、前年同期に比べて

1.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,589億円で 49.9％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,279億円で 31.7％を占めている。以下、休業補償給付が 12.4％、障害補償一時金が 3.8％、介護補償給付が 1.0％、

遺族補償一時金が 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 17.5％増、二次健康診断等給付が 14.3％

増、年金等給付が 2.7％増、障害補償一時金が 0.3％増となっているのに対し、遺族補償一時金が 11.2％減、葬祭料が 10.2％

減、療養補償給付が 0.3％減、休業補償給付が 0.2％減となっている。（第１表） 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,149 億円で 29.9％、「建設事業」が 2,078 億円で

28.9％、「製造業」が 1,745億円で 24.2％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 3.5％、「林業」が 1.7％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「建設事業」が 2.2％増、「運輸業」が 1.6％増、「その他の事業」

が 1.4％増、「製造業」が 0.8％増となっているのに対し、「鉱業」が 3.3％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が

3.1％減、「船舶所有者の事業」が 1.7％減、「林業」が 1.6％減、「漁業」が 0.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 711,018,727 100.0 1.3 719,818,095 100.0 1.2

療 養 補 償 給 付 228,548,811 32.1 5.8 227,856,507 31.7 0.3 △    

休 業 補 償 給 付 89,608,436 12.6 3.6 89,436,242 12.4 0.2 △    

障 害 補 償 一 時 金 27,372,372 3.8 0.1 27,454,886 3.8 0.3

遺 族 補 償 一 時 金 6,956,566 1.0 2.3 △    6,177,921 0.9 11.2 △   

葬 祭 料 1,886,677 0.3 0.1 △    1,694,815 0.2 10.2 △   

介 護 補 償 給 付 5,927,658 0.8 0.7 △    6,965,663 1.0 17.5

年 金 等 給 付 349,565,235 49.2 1.7 △    358,914,494 49.9 2.7

二 次健 康診 断等 給付 1,152,972 0.2 8.4 1,317,566 0.2 14.3

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,965億円で 54.8％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,369億円で 38.1％、傷病補償年金が 255億円で 7.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,183億円で 33.0％、「製造業」が 1,024億円で 28.5％、

「その他の事業」が 714億円で 19.9％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 5.0％、「林業」が 1.8％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 711,018,727 100.0 1.3 719,818,095 100.0 1.2

林 業 12,243,094 1.7 4.3 △    12,043,945 1.7 1.6 △    

漁 業 2,202,859 0.3 1.2 △    2,199,757 0.3 0.1 △    

鉱 業 26,356,544 3.7 6.8 △    25,495,673 3.5 3.3 △    

建 設 事 業 203,326,659 28.6 0.3 △    207,824,144 28.9 2.2

製 造 業 173,209,133 24.4 0.2 174,526,254 24.2 0.8

運 輸 業 76,862,304 10.8 3.2 78,101,159 10.9 1.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,776,417 0.2 0.5 △    1,721,134 0.2 3.1 △    

そ の 他 の 事 業 211,995,568 29.8 4.9 214,911,512 29.9 1.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,046,150 0.4 1.1 2,994,517 0.4 1.7 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成30年度　31年2月末 令和元年度　2年2月末

令和元年度　2年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 136,883,725 196,511,739 25,519,030 358,914,494 100.0

林 業 1,911,853 4,413,510 305,362 6,630,725 1.8

漁 業 348,889 1,135,185 57,636 1,541,710 0.4

鉱 業 1,686,363 13,072,228 3,120,354 17,878,945 5.0

建 設 事 業 37,680,445 71,291,023 9,295,213 118,266,681 33.0

製 造 業 50,879,887 46,742,867 4,760,386 102,383,141 28.5

運 輸 業 14,667,715 22,199,555 2,217,127 39,084,397 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
241,553 701,720 74,106 1,017,379 0.3

そ の 他 の 事 業 29,260,671 36,477,263 5,649,102 71,387,035 19.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 206,349 478,389 39,743 724,481 0.2

構 成 比 38.1% 54.8% 7.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和元年度労災保険業務機械処理の令和 2年 2月末現在における保険料徴収決定済額は 8,672億円で、前年同期に比べ

て 0.6％増となっている。保険料収納済額は 8,417億円で、前年同期に比べて 0.7％増となっている。また、収納率につい

てみると 97.1％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,152億円で 47.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,861 億円で 21.5％、「製造業」が 1,639 億円で 18.9％を占めている。以下、「運輸業」が 8.8％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

　業　種 31年2月末 2年2月末 31年2月末 2年2月末 31年2月末 2年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 862,074,506 867,239,875 100.0 0.6 835,760,655 841,681,203 100.0 0.7 96.9 97.1

林 業 5,475,981 5,489,129 0.6 0.2 5,307,713 5,325,923 0.6 0.3 96.9 97.0

漁 業 1,950,806 1,964,837 0.2 0.7 1,877,637 1,887,629 0.2 0.5 96.2 96.1

鉱 業 2,733,980 2,670,717 0.3 2.3 △   2,458,466 2,417,919 0.3 1.6 △   89.9 90.5

建 設 事 業 193,618,356 186,110,381 21.5 3.9 △   179,623,073 173,298,757 20.6 3.5 △   92.8 93.1

製 造 業 161,207,310 163,850,922 18.9 1.6 158,648,058 161,051,104 19.1 1.5 98.4 98.3

運 輸 業 74,502,163 76,233,344 8.8 2.3 71,811,817 73,722,898 8.8 2.7 96.4 96.7

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,249,254 2,250,193 0.3 0.0 2,247,639 2,245,318 0.3 0.1 △   99.9 99.8

そ の 他 の 事 業 406,699,855 415,249,338 47.9 2.1 400,555,323 408,703,909 48.6 2.0 98.5 98.4

船舶所有者の 事業 13,636,801 13,421,015 1.5 1.6 △   13,230,928 13,027,746 1.5 1.5 △   97.0 97.1

構成比

対前年

同　期
増減率
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第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


